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取引先各位 

株式会社協同コム 

事業統括部 

 

ヒュンダイ IT製品輸入の影響について 

 

拝啓 貴社益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は、弊社の製品にご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 

さて、昨今の日韓情勢による、ヒュンダイ IT 製品の輸入につきまして、皆様にはご心配をおかけしております。

8 月 2 日（金）日本政府が韓国政府に対して、優遇措置適用国（通称：ホワイト国）から除外する政令改正を閣議

決定したことに伴い、 韓国政府も日本政府を優遇措置適用国から除外することを発表しました。 

 この度の件による、ヒュンダイ IT製品輸入の影響について調査した結果をご報告させていただきます。 

 

弊社と致しましても、製品の供給に鋭意努力して参りますので、今後共ご愛顧賜ります様お願い申し上げます。 

敬具 

 

－ 記 － 

 

【調査結果：現段階での影響はございません。】 

 

以下、調査時における情報となります。 

・韓国政府が日本政府を優遇措置適用国から除外することは方針発表の段階である。 

・韓国政府から具体的内容は発表されていないため、各所未確認の状態である。 

・韓国内でも、マスコミで報道された 159の管理品目は確認されていない。 

・韓国内「戦略物質管理制度」内の具体的な規制品目の「戦略物資輸出入告示」（二重用途品目、軍用物資）内に 

 デジタルサイネージの項目は現状記載ありません。 

・本件はあくまで輸出国側の手続き上の問題である。 

・輸入に関する問題ではないため、日本国内への輸入は今まで通り変更はない。 

 

【調査確認協力企業】 

ヒュンダイ IT社（韓国 戦略物資管理院に聞取り）、経済産業省 貿易管理課、 

大韓貿易振興公社（KOTRA）、日本貿易振興機構（JETRO） 

 

本件につきましては、今後とも韓国政府の動向を注視し、情勢把握に努めてまいります。状況等、変化ございま

したら、弊社オフィシャルホームページ（https://www.kyodocom.jp/）にて随時ご案内させていただきます。

皆様にはご心配をおかけしておりますが、今後とも、宜しくお願い申し上げます。 
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